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はじめに 
 我が国の統計機構は複数の行政機関においてそれぞれの行政分野について独立して行わ
れる「分散型」である。分散型統計機構は、行政ニーズに的確、迅速に対応することが可
能であり、所管行政に関する知識と経験を統計調査の企画・実施に活用できるというメリ
ットがある。その一方で、統計の相互比較性が軽視されやすく、統計調査の重複や統計体
系上の欠落を招きやすいというデメリットがある。実際、各府省が実施した産業統計調査
を集計しても、日本経済全体の実態が的確に把握できない状況が長くあった。そうした状
況に大きな進展がみられたのが、近年における経済センサスの実現である。これによって、
我が国の産業構造の実態、とりわけ経済のサービス化の実態が初めて明らかになった。た
だし、経済センサスはまだ始まったばかりの統計調査であり、まだまだ発展途上にある。
本書に所収した論文はいずれも経済センサスの情報充実と精度橋上を目的として、宿泊業
及び飲食業の実証分析を行っている。 
 経済センサスは、事業所・企業の基本的構造を明らかにする「経済センサス‐基礎調査」
と事業所・企業の経済活動の状況を明らかにする「経済センサス‐活動調査」の二つから
成り立っている。宮内論文と宮川・菅論文は「経済センサス‐活動調査」に関係する内容
であり、菅論文は「経済センサス‐基礎調査」に関係する内容である。 
 まず宮内論文は経済センサスの補定の新たな試みを行っている。平成 24 年に初めて実施
された「経済センサス‐活動調査」は、全産業分野の売上（収入）金額や費用などの経理
項目を同一時点で網羅的に把握し、我が国における事業所・企業の経済活動を全国的及び
地域別に明らかにした画期的な調査であった。だが、調査事項の詳細さという点では先行
している米国経済センサスには及ばなかった。今後は「経済センサス‐活動調査」の更な
る情報充実が求められるが、一方で調査票の詳細化に伴って回収率・記入率が低下する恐
れがあり、欠損値の補完方法の開発が必要になる。宮内論文では、最近隣補定法
(Nearest-Neighbor Imputation Method, NIM)を応用した補定を飲食業について試みた結
果、同手法が経済センサスの飲食業の補定に有効であるとの結論を得ている。 
 次に宮川・菅論文は事業所を対象とした供給サイドの統計調査を活用し、小地域の観光
規模把握手法を開発している。「経済センサス－活動調査」の利点の 1 つは、生産活動の場
所を特定化できることである。宮川・菅論文の着目点は、一定範囲内に立地する事業所の
活動を集計すれば、市区町村のような小地域はもとより、理論的には行政区画に制約され
ずに自由に設定した地域における生産活動についても正確に把握することが可能であるこ
とである。宮川・菅は「経済センサス－活動調査」の町丁大字別集計結果、「宿泊旅行統計
調査」の個票データ、市区町村別産業連関表およびインターネット上から収集した飲食店
検索サイト・ホテル予約サイトの個別事業所に関する情報等を用いて、東京都 23 区内の鉄
道駅および鉄道路線を単位とした産業別 GDP の推計を行った。 
 平成 21 年に初めて実施された「経済センサス‐基礎調査」については、総務省統計局に
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おいてローリング・センサス化が検討されている。現在５年毎に実施されている「経済セ
ンサス‐基礎調査」であるが、一時点に大量の調査員を確保することがだんだん困難にな
ってきている。そこで、必要な調査員数を平準化するために、地域をわけて異なる時点に
おいて順番に調査していくローリング・センサスの手法が検討されている。ローリング・
センサスを実施する場合、１年より短い期間で調査地域が交代することが十分に考えられ
る。そのためローリング・センサスのシミュレーションを実施するためには、１年より短
い周期のデータが必要になる。そこで 7 時点の飲食業ウェブデータを用いてローリング・
センサスのシミュレーションを行った。その結果、東京都区部の飲食業に関してローリン
グ・センサスは有効であると期待できることの結論を得ている。 
 こうした分析結果が蓄積されることによって、わが国の経済センサスの情報充実と精度
向上が実現することを期待したい。 
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